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概要

●簡易裁判所の訴訟手続に関する特則や簡裁の職分管轄に属する訴訟手続をはじめ訴訟全般にわたり､
　日常よく問題となる事項をとりあげ､ これに平易な解説を加えた実務書です｡
●実務上必要な書式例を数多く登載し､ それぞれに作成上の留意事項 ･説明などの補足説明がなされているので､
　書式を作成する場合にたいへん便利です｡
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１０ 民事調停
 ○民事調停規則６条の民事執行の手続の停止について
 ○特定調停制度の概要
 ○特定調停法（特定債務等の調整の促進のための特定調停に
  関する法律）上の特定債務者の意義と調停手続について
 ○特定調停と民事執行手続きの停止について
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 ○和解又は調停調書等の給付条項に停止条件、解除条件、確定期
  限等の付款が付けられている場合についての執行文の付与
 ○調停調書によると、申立人は相手方に対し別紙物件目録記載の
  建物（以下本件建物という）を次の約定で賃貸する
  １ 期間は本日より○年
  ２ 賃料支払方法　賃料は１か月○○円とし毎月○日限り申立人
    方に持参又は送金して支払う
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 ○債権に対する仮差押えの申立て
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  として、民事執行法１７１条によって代替執行命令の申立てをすることができるか
 ○建物を収去して土地を明け渡す旨の和解条項に基づき執行文の付与
  を受けて代替執行の命令の申立てがあった。債務者は審尋期日に和
  解条項は債務者の真意に反し無効である旨主張し、更に上記本案請
  求における賃貸借契約は法定更新された旨主張した。裁判所はこの
  ような主張事実の存否について審査すべきか
１４ 公示催告手続
 ○約束手形を受取人に交付する前に紛失した振出人は、公示催告を
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１５ 意思表示の公示送達
 ○代物弁済予約完結権行使のための公示による意思表示の手続
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 ○所在不明の家屋賃借人に対する賃貸借契約解除の意思表示
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